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第１章 総則 
 
第１条  計画の目的 

AZ-COM 丸和・支援ネットワーク防災業務計画（以下「本計画」という。）は、一般社
団法人 AZ-COM 丸和・支援ネットワーク（以下「AZ-COM ネット」という。）が、災
害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年
法律第 73 号）、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成 
14 年法律第 92 号）及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推
進に関する特別措置法（平成 16 年法律第 27 号）その他関係する法令の規定に基づ
き、非常災害に対処するため、防災に関する必要な体制を確立し、防災業務を的確かつ
迅速に実施することを目的とする。 

 
第２条  基本方針 

AZ-COM ネットは、本計画の実施にあたり、関係省庁、地方公共団体、指定公共機
関等（以下、「関係機関」という。）、並びに AZ-COM ネット会員との相互連携を図
りながら、災害対策を遂行するものとする。また、AZ-COM ネット理事長が代表取
締役社長を兼任する㈱丸和運輸機関とは共同で災害対応にあたり、共同内容は別途
定める。 

2. 防災業務の実施にあたっては以下に留意する。 
1） 平素から関係機関との連携体制整備につとめる。 
2） 防災業務の実施方法等については、関係機関から提供される情報を踏まえ、災

害発生又は発生する恐れがある場合の状況に応じて AZ-COM ネットが自主的
に判断するものとする。 

3） 防災業務の実施においては関係機関の協力を得ながら、AZ-COM ネットの実施
する防災業務に従事する者の安全確保に配慮する。 

4） 関係機関から緊急物資の運送などに関し、要請があった場合には、災害対策基
本法に基づき、業務を迅速に実施する。 

5） AZ-COM ネット会員のうち、特に本計画を遂行する為に重要な会員とは個別協
定を締結し、共同で災害対応にあたる。 

 
第２章 防災体制の確立 
 
第３条 防災に関する組織 

AZ-COM ネット災害対策本部及び㈱丸和運輸機関災害対策本部との連携体制につい
ては AZ-COM ネット事業継続計画に準ずる。 

2. 防災に関する業務を的確かつ円滑に推進する為、災害対応における中核組織（BCP ネ
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ットワーク）を構築する。 
1） BCP ネットワーク組織体制については別途定める。 
2） 各エリア支部長を中心に AZ-COM ネットと協同し災害対策・対応を行う。  

 
第４条 災害対策本部 

防災対策を的確かつ迅速に実施する為、AZ-COM ネット理事長（以下、理事長）は必
要に応じ、災害対策本部を設置する。ただし、理事長が執務することができない場合は
AZ-COM ネット副理事長（以下、副理事長）が執務を代行する。 

2. 災害対策本部の構成員及びその職務は次のとおりとする 
1） 本部長  

理事長を本部長とし、本部長は災害対策本部を統括する。ただし、本部長が執務す
ることができない場合は次号に定める副本部長が執務を代行する。 

2） 副本部長 
副理事長を副本部長とし、本部長を補佐する。 

3） 事務局長 
AZ-COM ネット事務局長を災害対策本部事務局長とし、災害対策本部、現地災害
対策本部、AZ-COM ネット会員、関係機関との連絡調整、災害対策実施を総括す
る。 

4） 本部員 
別途 AZ-COM ネット事業継続計画に定める。対策本部の運営及び、事務局長を補
佐する。 
 

3. 災害対策本部は災害の規模、エリア、被害状況に応じ適切な場所に設置する。 
4. ㈱丸和運輸機関の災害対策本部が設置された場合は、すみやかに連携をはかる。副理事

長が執務を代行する場合も同様とする。 
5. 理事長は災害対策本部を設置した旨及び当面の方針について、BCP ネットワーク各支

部並びに AZ-COM ネット会員に周知する。 
6. 災害の規模や地域によって、BCP ネットワーク支部長を中心とする現地災害対策本部

を設置する。現地災害対策本部は、次に掲げる事項をつかさどる。 
1） 被災に関する調査を行い、情報を集め、災害対策本部へ連絡すること 
2） 該当エリアの BCP ネットワーク会員に対して、災害対策本部からの連絡共有を行

い、調整を図ること。 
3） 緊急措置に要する作業者、施設、車両運搬具、燃料、物資並びに資金調達、配分及

び輸送等に関する緊急計画を策定し、その実施を推進すること。 
7. 災害対策本部及び現地災害対策本部は、災害が復旧し、その使命を完了したときに解散

する。 
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第５条 災害対策本部の業務 
災害対策本部は、次の業務を行う。 
1） 政府からの要請に基づく緊急物資輸送を行う。 
2） 緊急物資輸送を行うに必要な情報を関係機関から収集し、緊急物資輸送を依頼す

る AZ-COM ネット会員に対し、迅速に安全に関する情報を提供する。 
3） 災害の状況に応じ、AZ-COM ネット会員の施設、車輌等の被災状況、防災業務の

実施状況及び、運送に並びに運行の状況を把握する。 
4） その他、防災対応に関し必要とされる業務を行う。 

 
第３章 防災予防に関する事項 
 
第６条 社屋の防災機能の向上等 

大規模災害発生時、本部及び BCP ネットワーク支部が応急対応の中枢拠点の機能を果
たし得るよう、社屋の防災機能の向上を目指して以下の措置を講ずる。 
1） AZ-COM ネット本社並びにＢＣＰネットワーク支部拠点の非常用発電設備及び、

燃料の確保、食料、飲料水、医薬品などの生活必需品の適切な備蓄、整備に努め
る。AZ-COM ネット本社ならびに BCP ネットワーク支部が被災した場合に備え
て、避難経路の確保、避難誘導マニュアルの整備を図る。 

2） AZ-COM ネット本社ならびに BCP ネットワーク支部拠点が被災し使用できなく
なった場合に備え、代替拠点の選定を各社の事業継続計画によってあらかじめ定
める。 

 
第７条 運送に関する備え 

関係機関が緊急物資の運送を実施するための体制整備を行うにあたっては、連絡先の
提供、運送能力及び施設に関する情報の提供並びに、協定締結など必要な協力を行うよ
うに努める。また、災害発生時の緊急輸送が円滑に実施されるよう関係機関と連携し、
これらの実施体制の整備及び、協力体制の構築に努める。 

 
第８条 通信手段の確保・整備 

災害時において関係機関等との情報伝達手段を確保する為、通信手段の多重化等バッ
クアップ体制の構築に努める。特に、BCP ネットワーク会員とは迅速な連携が取れる
よう連絡体制の整備、充実を図る。 

 
第９条 防災教育・訓練の実施 

防災教育・訓練実施については以下の号に定める 
1） 平素から、的確な防災業務の実施が可能となるよう社内における訓練を実施する
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とともに、関係機関が実施する防災業務についての訓練に参加するように努める。 
2） AZ-COM ネット会合において、防災に関する情報を定期的に提供し、各会員の防

災意識向上に努める。 
3） 各エリアＢＣＰネットワーク支部による会合を定期的に開催し、防災に関する情

報の共有、連絡体制の構築、訓練を行い、各会員の連携強化、防災意識向上に努め
る。 

4） 各エリアＢＣＰネットワーク支部長とは緊急対応の合同訓練を行い、相互連携体
制の構築に努める。 

 
第１０条 防災設備の整備・点検 

災害の防止、被害拡大の拡大防止、並びに災害への対応を図るため、災害に関する、安
全対策設備、通信連絡設備、非常用電源設備等を整備するとともに、機能を維持するた
めの整備・点検を実施する。 

 
第４章 災害応急・復旧対策に関する事項 
 
第１１条 運送の確保 

緊急物資の運送については次の号のとおりとする。 
1） 関係機関から要請があった場合には、当該運送に係る BCP ネットワーク支部長と

速やかに連携を図り、共同でこれらの運送を迅速に行う。 
2） 関係機関から要請があった場合には、車輌故障又は資機材の故障等の当該運送を

実施できない正当な理由がない限り、これらの運送を迅速に行う。 
3） 緊急物資の運送の実施に当たっては、当該運送の求めなどを行ったものから提供

される安全に関する情報に基づき、当該運送に従事する者に危険が及ぶことがな
いよう安全の確保に十分配慮する。また、気象条件などによっては、運送業務の実
施責任者が判断して、安全確保のため必要な措置を講じる。 

4） 運送に必要な施設の状況確認等、災害発生時において物資を適切に運送するため
に必要な措置を講じる。 

5） 運送に障害が生じた場合には、必要に応じ、関係機関に当該障害について連絡す
るとともに、協力を仰ぎ連携し、代替運送の確保に努める。 

 
第 12 条 災害発生時における情報の収集及び連絡 

災害が発生した場合又は災害が発生する恐れがある場合は、事務局職員が情報を収集
して状況を把握するとともに、関係職員および、BCP ネットワーク支部、BCP ネット
ワーク支部事務局に対し連絡、共有を行う。行動基準については別途 AZ-COM ネット
事業継続計画に定め、関係職員及び各 BCP ネットワーク支部、BCP ネットワーク支部
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事務局に周知する。 
 
第 13 条 活動体制の確立  

活動体制については下記の号に定める 
1） 災害対応の実施体制として、政府災害対策本部が設置された場合には、AZ-COM

ネット事業継続計画に則り、BCP ネットワーク支部長、BCP ネットワーク事務局
と連携して災害対策本部や現地災害対策本部を設置する。 

2） 災害対策本部及び現地災害対策本部が設置された場合、災害対策本部事務局は
BCP ネットワーク各支部へ連絡し、必要に応じ複数の支部で現地災害対策本部を
設置して対応する。 

3） 災害対策本部及び現地災害対策本部を設置した場合、設置した旨の連絡を災害対
策本部事務局は所管省庁を通じて政府災害対策本部に連絡を行う。 

4） 防災業務を迅速に実施するため、必要に応じ、関係従業員の緊急参集を行う。 
 
第１４条 情報連絡体制の確保 

情報収集及び報告については、次の号に定める。 
1） AZ-COM ネット社屋および災害対応の中核となる BCP ネットワーク支部の被災

状況、防災業務の実施、運送状況等の災害業務に関する情報を迅速に収集するも
のとし、災害対策本部はこれらの情報を集約し、必要に応じ関係機関に報告する。 

2） 災害対策本部は政府災害対策本部から災害の状況や防災業務を実施するにあたり
必要となる情報について収集を行うとともに、必要に応じて関係社内、BCP ネッ
トワーク支部、AZ-COM ネット会員に共有を行う。 

3） 災害が発生した場合には直ちに必要な通信設備の通信状態の確認を行うとともに、
連絡の為に必要な通信手段を確保する。 

4） 防災業務の実施に必要な通信設備に障害が生じた場合、直ちに所管省庁に支障の
状況を連絡するとともに、通信設備の復旧を行う。 

 
第 15 条 災害復旧に関する事項 
  災害復旧に関する事項については、次の号に定める。 

1） 災害対策本部は BCP ネットワーク支部及び AZ-COM ネット会員における災害復
旧の実施状況などの情報取集に努め、復旧の為の措置を支援する。 

2） 復旧のために必要な措置を講じるにあたって、AZ-COM ネット及び BCP ネット
ワークが自らの要員、車輌又は資機材などによって的確かつ迅速な措置を講じる
ことができない場合には、速やかに関係機関に対し、復旧の為に必要な措置に関
し支援を求める。 

3） 災害対策本部は、必要に応じ復旧の実施状況を関係機関に報告し、復旧について
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の対策を協議する。 
 
 

第５章 地震防災強化計画 
 
第 16 条 地震防災強化計画・地震防災対策推進計画 

大規模地震特別措置法６条１項の規定に基づく「地震防災強化計画（以下「強化計画」
という。）南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第５条第１項
及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策に関する特別措置法第５
条第１項の規定に基づく「地震防災対策推進計画（以下、「推進計画」という。）は次の
各号のとおりとする。 

 
1） 大規模地震特別措置法６条１項の規定に基づき、附属資料１に掲げる東海地震の

地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）に係る強化計画を定めるもの
とする。 

i. 災害予防対策 
(ア) AZ-COM ネット事務局は、国土交通省等から地震予知情報などの通知を

受けた場合、社内および BCP ネットワーク事務局に正確かつ迅速に伝達
するものとする。 

(イ) AZ-COM ネット事務局は、強化地域に所在する AZ-COM ネット会員に
対し、支部会合等を通じて地震防災対策に関する教育・訓練を実施する。 

ii. 東海地震警戒宣言時の対応 
(ア) AZ-COM ネット事務局は、あらかじめ定めた方法により、社内及び BCP

ネットワーク事務局、当該地域 AZ-COM ネット会員へ情報伝達を行う。 
(イ) AZ-COM ネット事務局は、当該地域 BCP ネットワーク支部と連携し、

地震防災対策が円滑に実施できるようにその準備、施設や設備、避難場
所・経路等の確認を指示する。 

(ウ) AZ-COM ネット事務局は、東海地震注意情報の解除に係る情報が発表さ
れた場合には、解除された旨の情報を伝達する。 

iii. 東海地震発生時後の対応 
(ア) 災害対策本部の設置については４条に準ずる。 
(イ) 東海地震発生後については、本計画第４章に定めるところにより対応す

ることとする。 
2） 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第５条第１項の規

定に基づき、附属資料２に掲げる南海トラフ地震に係る地震防災対策推進地域（以
下「推進地域」という。）に係る推進計画を定めるものとする。 
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i. 災害予防対策 
災害予防については本計画第３章に定めるところによるほか、次の事項により対
応する。 

(ア) AZ-COM ネット事務局は、推進地域に所在する AZ-COM ネット会員に
対し、支部会合等を通じて南海トラフ地震発生に伴い発生すると予想さ
れる地震動及び津波に関する知識や現在講じられている対策、今後の地
震対策について取り組むべき課題等について会報や支部会合を通じて地
震防災対策に関する教育・訓練を実施する。 

(イ) AZ-COM ネット事務局は、推進地域に所在する BCP ネットワーク支部
と連携し、会員に対し予め避難場所や安全な避難ルート及び危険地域の
位置を確認し各社規程に定めることを喚起する。 

(ウ) AZ-COM ネット事務局は、推進地域に所在する BCP ネットワーク支部
と連携し、津波警報などが発令された場合において、その内容を正確か
つ迅速に伝達できるよう予め、情報の伝達経路及び伝達方法を定めてお
くこととする。 

ii. 南海トラフ地震発生時後の対応 
(ア) 災害対策本部の設置については４条に準ずる。 
(イ) 南海トラフ地震発生後については、本計画第４章に定めるところにより

対応することとする。 
(ウ) 南海トラフ地震臨時情報発表時には、前項に定める対策のほか、国が策

定した「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」を踏まえた対応を行う。 
 
3） 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策に関する特別措置法第５

条第１項の規定に基づき、附属資料３に掲げる日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震に係る地震（以下「日本・千島海溝地震」という。）の防災対策推進地域（以下
「推進地域」という。）に係る推進計画を定めるものとする。 

i. 災害予防対策 
災害予防については本計画第３章に定めるところによるほか、次の事項によ
り対応する。 
(ア) AZ-COM ネット事務局は、推進地域に所在する AZ-COM ネット会員に

対し、会報や支部会合を通じて日本・千島海溝地震発生に伴い発生する
と予想される地震動及び津波に関する知識や現在講じられている対策、
今後の地震対策について取り組むべき課題等について支部会合等を通じ
て地震防災対策に関する教育・訓練を実施する。 

(イ) AZ-COM ネット事務局は、推進地域に所在する BCP ネットワーク支部
と連携し、会員に対し予め避難場所や安全な避難ルート及び危険地域の
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位置を確認し各社規程に定めることを喚起する。 
(ウ) AZ-COM ネット事務局は、推進地域に所在する BCP ネットワーク支部

と連携し、津波警報などが発令された場合において、その内容を正確か
つ迅速に伝達できるよう予め、情報の伝達経路及び伝達方法を定めてお
くこととする。 

ii. 日本・千島海溝地震発生時後の対応 
(ア) 災害対策本部の設置については４条に準ずる。 
(イ) 日本・千島海溝地震発生後については、本計画第４章に定めるところに

より対応することとする。 
(ウ) 前項に定める対策のほか、国が策定した「日本海溝・千島海溝周辺海溝型

地震防災対策推進基本計画」（北海道・三陸沖後発地震注意情報発信時の
対応含む）を踏まえた対応を行う。 

 
第６章 計画の修正 
 
第 17 条 本計画は災害対策基本法第 39 条その他関係する法令の規定に基づき、定期的に
見直しを加え、必要に応じ修正するものとする。 
 
附則 
（施行期日） 
本計画は 2023 年（令和 5 年）12 月 15 日から施行する。 
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附属資料 １ 東海地震に係る地震防災対策強化地域（市町村一覧） 
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附属資料 ２ 南海トラフ地震防災対策推進地域（市町村一覧） 
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附属資料 ３ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域（市町村一覧） 
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